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ⅠⅠⅠ 0 マル ム キスト指数を 用いたキャッチアップと 技術革新の分析 
一 電気機械産業に 視点を据えた 実証分析 

0 谷津 審哉 ，渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

1. 序 

ⅠⅠ研究の背景 

日本の電気機械産業を 取り巻く現状一日本経済の 牽 

引力としての 構造に以下のような 変容が起こっている。 

①総合、 かつ大規模追求から、 とヒ較 優位となる特化 

した スリム構造へのシフト 

日立製作所、 東芝、 松下電器等、 総合家電メーカ 一の 

人員削減、 設備の売却、 分社化による 切り離し、 戦略 

的提携 

②組織の慣性に 束縛されない 中堅企業の躍進 

強気の設備投資を 行う液晶のシャープ、 持続的な成 

長を遂げるキャノン、 研究開発効率の 高いローム 

このような状況の 中、 企業ごとに個別に 成長性を分 

析するのではなく、 業種全体の構造の 座標軸を掌握し 、 

その中で相対的な 位置関係を明らかにするような、 動 

学的で相対的な 成長性を分析することが 必要であ る。 

1.2 研究の目的 

本研究では、 以下のことをねらいとする。 

1.2.1 企業の生産性の 分析 

MTFP(Mallnquist index: 動学的な技術進歩の 計測 値 ) 

を用いた企業の 相対的な生産性の 分析を行 う 。 

1.2.2 フロンティアのシフトと 企業の規模との 関係 

を 明確化 

売上規模とフロンティアシフトの 相関分析を行い、 

フロンティアのシフトと 企業の規模の 関係を解明する。 

1.2.3 キャッチアップと 研究開発費の 関係の解明 

キャッチップと 研究開発投資の 相関分析を行い、 キャ 

ッチアップの 潜在的革新資源と 成り得るであ ろう研究 

開発投資とキャッチア ップ の関連性を明らかにする。 

2. 分析 

2.1 分析手法 

2.1.1 マル ム キスト生産指数 (MTFP) 

(l) DEA (Data Envelopment Analysis) 

DAR の具体的な計算方法について 述べる。 あ る n 個 

の DMU (Decision Making Unit) がそれぞれ m 個の入 

力要素を持っ 入力ベクトル Li(i,l ‥ m) と s 個の入力 

要素を持っ出力ベクトル L 「 (r,l ‥ n) で特徴づけられ 

ているとする． ここで J 番目の DMU であ る DML Ⅰの効 

率性 (0 コ ) を測定する DEA モデルは，以下のように 定 

義される。     

max6, ヰ酋 ",,", 酋 ",, 。 
(1) Y タ J.  2 召 ノ コ -l は ダリ ノ ・ /  m v. @ ズ サ ‥ 三 Ⅰ @ Ⅱ Ⅰ 三 0  @vi 三 0 

(2) 

言葉で説明すると、 DEA とは、 フロンティア 上にあ る 

( 最も効率的な ビヘ イビア ) を与件に他の 企業体フロ 

ンティアからの 乖離で効率値を 評価したものであ る。 

(2) マル ム キスト生産指数 

DRA を 2 期間で行い、 前後の効率性を 比較して求め 

るものが Talmudist lndex ( マル ム キスト生産指数 ) 

であ る。 具体的には t 期におけるフロンティアで 評価 

した効率性の 変化率は t 期のフロンティアで 評価した 

士 期の企業の効率性を D6 い ，け， ) とすれば、 t 期の 

フロンティアで 評価した効率値の 変化は 

D;x,",y,",) 
M  , , 

D  6( ェ ', ノ ') (3) 

さらに t+l 期のフロンティアで 評価した効率値変化は 

D  ;"'( ズ '"', ノト ') 

Ⅰ 4f  t 十 ,  ヰ D'@(x',y') (4) 

と表すことができる。 マルクイスト 生産指数は次のよ 

うに 2 式 (2.3), (2.4) の幾何平均で 表される。 

D  '"'( Ⅰ ',y') (5) 

  

に従って分解すると         
  

（ ） (6) 
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となる。 前の一項は期間中にどれだけフロンティアに 

漸近 できたかを示し、 後の一項はその 期間中にどれく 

らいフロンティアを 示すので・それぞれの 式を次のよ 

うにキャッチアップとフロンティアのシフトと 解釈す 

ることができる。 つまり、 企業の成長は、 対象期間中 

にどの程度、 フロンティアがシフトしたか、 また、 そ 

のフロンティアに 対してどの程度、 漸近 できたかによ 

って表すことできる。 

分析において 上記のマル ム キスト生産指数の 計算に 

は The Centre f0r Efficiency and Pr0ductivity 

Analysis  (CEPA) の開発した DRAP  version  2.1  を使用 

した。 

2.2.2 企業規模とフロンティアのシフトの 分析 

現在の総合家電等の 分社化、 人員削減、 工場売却等、 

企業のスリム 化の動きを考えると、 それ以前の状態に 

おいて、 規模の大きな 企業は自在にシフトするフロン 

ティアのシフトに 対応できていないと 考えられる。 そ 

こで、 企業規模の大きさと、 所属しているフロンティ 

アの シフトの関係を 分析するために、 所属するフロン 

ティアのシフトを 売上の関数で 表し以下のような 関数 

を想定し分析を 行う。 規模の代理変数としては 売上高 

を用いた。 

FSi ヰ H  (SD 
F ざ : アロンテ 7 々 のシアト 

(7) 

lnFSi ニ G+ 戸 lnSi  S 席 上嵩 
(8) 

2.2.3 研究開発投資とキャッチアップの 相関分析 

キャッチアップと 研究開発投資の 関係を以下のよう 

に定式化して 分析を行う。 

企業における 成長において 一時的で不安定なキャッ 

チアップよりも、 持続的なフロンティアへの 接近が重 

要と考えられる。 そこで、 安定したキャッチアップが 

企業の成長に 重要であ ると考え、 その安定したキャッ 

チアップには 研究開発が寄与していると 仮定する。 研 

究 開発費が大きくなると、 キャッチアップの 安定性が 

増すと考えられるので、 キャッチアップと 研究開発費 

の関係を以下のように 定式化を行う。 

  =F(R) Cu  : キャッチアップ 

ん 「 ( ㏄ ) R: 研究開発投資 (9) 
ん 「 : 分散   (10) 

2,3 データ構築 

本研究の分析を 進めるに当たって 必要なデータは 各 

企業から発表された 企業財務データ、 政策投資銀行の 

企業財務データベース、 政府発表のマクロ 経済統計、 

東洋経済新報社の 株式市場等の 市場データ、 渡辺研究 

室で構築された 経済基本データベース、 日本経済新聞 

社の日経 NHRDS をもとに構築した。 また、 MTFP を求め 

るための算出と 投入には以下のデータを 使用した。 

投入 : 資本 = 有形固定資産 一 土地 一 建設仮勘定 

労働二期末従業員数 ( 人 、 単独べース ) 

産出 : 付加価値 二 営業利益十人件費 十 賃借料 十 租税 公 

謀士特許使用料 十 減価償却 費 

分析対象は電気機械産業売上高上位 24 社とした。 

3. 分析結果とその 評価 

3 Ⅰ企業の生産性分析 
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図 1. 分析対象 会 社における成長の 平均 (1983 ～ 2003)   

図 1 は分析対象とした 企業の MTFP 、 フロンティ 

アのシフト、 キャッチアップの 平均を時系列で 示した 

ものであ る。 平均の方法は、 指数の性質上、 幾何平均 

を 用いた。 

図 1 を見ると、 フロンティアの 変動はばらつきが 大 

きい。 また MTFP 成長はほぼフロンティアの 変動と同期 

していることがわかる。 つまり、 企業は成長のために 

は、 ①常にフロンティアを 追い求めなければならない 

②そのフロンティアに 対して安定的にキャッチアップ 

を行うことが 重要であ ることがわかる。 
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図 2.  MTFP  の累積成長 (1983 ～ 200 の   
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図 2 は個別企業における MTFP の累積成長を 時系列で 

プロットしたものであ る。 NEC 、 シャープ、 キャノンが 

高 い MTFP の成長を続けているのに 対して、 日立製作所 

は低成長であ る。 また、 累積成長で見れば、 全体的に 

は増加傾向であ る。 

3.2  企業規模とフロンティアのシフト 

図 3 ～図 5 はフロンティアのシフトと 企業規模の関係 

をバブル 前 (1983 ～ 1986) 、 バブルとその 後 (1987 ～ 

1994) 、 1T  景気 (1995 ～ 1999) 、 現在 (2000 ～ 2003)  に 

分け、 その平均をプロットしたものであ る。 
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図 3. バブル双におけるフロンテイアのシフト   

図 3 からは、 バブル双においては 売上規模の大きい 

企業ほど．活性化したフロンティア 上にあ ることがわ 

かる。 例えば松下電器産業、 日立、 東芝などであ る。 

本論では、 投入要素に、 労働、 資本を用いているので、 

バブル双においては、 規模の大きな、 総花的な企業自 

体が構造的に 効率性を有していたと 考えられる。 
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図 4.  バブル期とその 後におけるフロンテイアのシフト． 

図 4 を観察すると、 バブル以降からは、 規模が一定 

以上を超えるとその 企業の属するフロンティアが 活性 

化していないことがわかる。 売り上げ規模にして 1 兆 

5000 億円を超えるあ たりから、 その企業の属するフロ 

ンティアは不活性になる。 ソニー、 富士通、 NEC を 

頂点として、 日立、 東芝、 松下と不活性の 度合いは上 

がっていく。 とくに、 松下電器産業においては、 平均 

の フロンティアのシフトが 1,02 とほとんど進歩して 

いないことがわかる。 このことは、 規模の大きな 企業 

が、 静的なフロンティアに 固執し・労働と 資本のミッ 

クスを時代にあ った最適な状態に 変化させることなく   

ダイナミックなフロンティアを 追い求めなかった 結果 

であ ると考えられる。 
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図 5.IT 景気におけるフロンティアのシフト   

続く図 5 の I T 景気の期間中においては、 若干の例 

外はあ るが、 概してあ る一定の売上をこえると、 その 

企業の属している 企業のフロンティアが 不活性になっ 

てしまう状況が 見て取れる。 
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最後に図 6 からは、 2000 年以降、 ソニー、 日立、 東 

芝を除いては、 規模が大きくなるにつれて、 その企業 

の属するフロンティアが 活性化していることがわかる。 

特に前期と比較すると 松下電器産業のフロンティアの 

、 ンフト が大きい。 今の時代が再び 1983 年に戻り、 松下 

の 企業構造にマッチしたとは 考え難い。 つまり、 松下 

自身が構造改革により、 ラディカル な フロンティアを 

追いかけることができるようなスリム な 企業に変貌を 
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遂げたと考えられる。 それに比べて 日立、 東芝の二社 

は未だ活性化したフロンティアに 対応していないと 考 

えられ、 また、 今まで、 活性化したフロンティアに 属 

していたソニーが 停滞している。 

3.2 キャッチアップと 研究開発投資 

図 7 に、 研究開発投資とキャッチアップの 安定性の分 

析結果を示す。 研究開発投資の 増大とともにキャッチ 

アップの分散が 小さくなっていることが 見て取れる。 
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図 7. キヤソチアップと 研究開発投資   

つまり、 研究開発投資の 量的増大がキャッチア ップ 

の 安定化に寄与していると 考えられる。 またグラフの 

形状から安定の 増す度合い る 2 つのグループがあ るこ 

とがわかる。 グループの特徴から・ 大まかに二分する 

と、 第一グループは 家電メーカーが 属するグループで 

あ り、 第二グループは 民生機器以外の 電機を扱 うメ一 

カーが 属している。 これらの違いは、 企業の扱う分野 

の大小であ ると考えられる。 総合電機、 家電メーカー 

はその扱う分野が 非常に広 い ため、 せっかくの研究開 

発投資が分散してしまっていると 考えられる。 

4. 結論 
4.1 総括 
(1) 企業のマルクイスト 生産指数 (MTFP) を測定 

各企業のフロンティアのシフトとキャッチアップを 

計測しフロンティアとの 相対的位置関係で 成長の計測 

を 行った。 

(2) 企業規模とフロンティアシフトの 関係を実証 

①バブル以降、 規模の大きな 企業は不活性なフロン 

ティアに② 2000 年以降はその 対応が分かれる。 

(3) 研究開発投資とキャッチアップの 関係の実証 

①研究開発投資は 安定したキャッチアップに 貢献を 

する②専門性の 高い企業ほど 同じ研究開発投資で キャ 

ソ チアップが安定する。 

4.2 政策的含意 

企業の研究開発活動は 一定のキャッチアップ 努力を 

持続。 規模の大きな 企業はバブル 後から近年まで、 活 

性化フロンティアへの 対応が遅れがちであ る。 ただし 

2000 年以降は企業により 明暗が分岐している。 

4.2 継続的発展課題 

①分析企業の 拡大 

電機企業だけに 絞らずに全企業に 拡大することで、 

マクロ面から 見た国レベルのキャッチアップとフロン 

ティアのシフトの 動向が把握できる 

②計測方法の 厳密化 

企業の稼働率などを 求めることができなかったため、 

業種全体での 値で代替した。 これらのデータを 入手す 

ること、 あ るいは正確に 推定することでより 厳密な分 

析になる。 

③直接的要因の 解明 

今回の分析では、 フロンティアのシフトとキャッチ 

アップに関係の 深い売上規模と 研究開発投資の 分析の 

みにとどまった。 今後、 直接的にそれらの 構造を解明 

する必要があ る。 
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